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第３５号議案

   芦屋市放課後児童クラブ（学童保育）の民間委託の賛否に関する住民投票条例

の制定について

 地方自治法第７４条第１項の規定による芦屋市放課後児童クラブ（学童保育）の民

間委託の賛否に関する住民投票条例の制定請求を平成３１年２月１８日付けで受理し

たので，同条第３項の規定により，意見を付けて当該請求に添えられた条例案を議会

に付議する。

   平成３１年３月４日提出

芦屋市長 山 中  健
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芦屋市条例第  号

芦屋市放課後児童クラブ（学童保育）の民間委託の賛否に関する住民投票条例

（目的） 

第１条 この条例は，芦屋市放課後児童クラブ（学童保育）の民間委託の賛否に関し

て，市民の意思を明らかにするために市民が投票を行い，市が市民の意思を尊重し，

市政の民主的かつ健全な運営を図ることを目的とする。 

（住民投票の実施） 

第２条 前条の目的を達成するため，芦屋市放課後児童クラブ（学童保育）の民間委

託の賛否について，市民による投票（以下「住民投票」という。）を行う。 

２ 住民投票は，市民の意思が正しく反映されるものでなければならない。この条例

の解釈及び運用は，市民の意見表明の自由を保障するとともに，市民の意思形成の

機会拡大に資するよう，これを行わなければならない。 

 （住民投票の執行） 

第３条 住民投票は，市長が執行するものとする。 

２ 市長は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２の規定に基づき，

協議によりその権限に属する住民投票の管理及び執行に関する事務を，芦屋市選挙

管理委員会（以下「選挙管理委員会」という。）に委任するものとする。 

 （住民投票の期日） 

第４条 住民投票の期日（以下「投票日」という。）は，この条例の施行の日から６０

日を超えない範囲において，市長が定める。 

２ 市長は，前項の規定により投票日を定めたときは，選挙管理委員会に対して，速

やかに通知しなければならない。 

３ 選挙管理委員会は，前項の規定により通知を受けたときは，投票日の７日前まで

に投票日を告示しなければならない。 

 （投票の資格者） 

第５条 住民投票の資格を有する者（以下「投票資格者」という。）は，公職選挙法（昭

和２５年法律第１００号）第２１条第１項に規定する選挙人名簿に登録される資格

を有するものとする。 

 （投票の方法） 
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第６条 投票は，１人１票に限る。 

２ 投票資格者は，投票日に自ら投票所に行き，投票資格者名簿又はその抄本の対照

を経て，投票しなければならない。 

３ 投票資格者は，民間委託に賛成するときは投票用紙の賛成の記載欄に○の記号を，

これに反対するときは反対の記載欄に○の記号を自ら記載しなければならない。こ

の場合において，投票資格者は，投票用紙を自ら投票箱に入れなければならない。 

４ 投票用紙には，投票資格者の氏名を記載してはならない。 

 （点字投票等） 

第７条 前条第３項前段の規定にかかわらず，投票資格者は，点字による投票を行う

場合においては，投票用紙に，民間委託に賛成するときは賛成と，反対するときは

反対と自ら記載するものとする。この場合において，規則で定める点字は文字とみ

なし，投票用紙の様式その他必要な事項は，規則で定める。 

２ 前条第３項並びに第９条第２項及び第３項の規定にかかわらず，心身の故障その

他の事由により，自ら○の記号を記載することができない投票資格者は，規則で定

めるところにより代理投票をさせることができる。 

３ 前条第２項及び第３項後段の規定にかかわらず，規則で定める事由により投票日

に自ら投票することができないと見込まれる投票資格者は，規則で定めるところに

より投票することができる。 

 （投票の秘密保持） 

第８条 何人も，投票資格者の投票した内容を陳述する義務はない。 

 （投票の効力） 

第９条 投票の効力の決定に当たっては，次項又は第３項の規定に反しない限りにお

いて，投票した投票資格者の意思が明白であれば，その投票を有効とする。 

２ 点字投票以外の投票については，次の各号のいずれかに該当する投票は，無効と

する。 

(1) 所定の投票用紙を用いないもの 

(2) ○の記号を賛成の記載欄及び反対の記載欄のいずれにも記載したもの 

(3) ○の記号以外の事項を記載したもの 

(4) ○の記号を自ら記載しないもの 

(5) ○の記号を賛成の記載欄又は反対の記載欄のいずれに対して記載したかを確認

し難いもの 

３ 点字投票（第７号第３項の規定による投票であって，点字により行われるものを
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含む。）については，次の各号のいずれかに該当する投票は，無効とする。 

 (1) 所定の投票用紙を用いないもの 

 (2) 賛成の文字及び反対の文字をともに記載したもの 

 (3) 賛成の文字又は反対の文字のほか，他事を記載したもの 

 (4) 賛成の文字又は反対の文字を自ら記載しないもの 

 (5) 賛成の文字又は反対の文字のいずれかを記載したかを確認し難いもの 

 （情報公開） 

第１０条 市長は，住民投票の適正な執行を確保するため，市民が適切な情報に基づ

いて判断できるよう必要な情報提供を行うものとする。 

２ 市長は，前項に規定する情報の提供に当たっては，中立性の保持に留意しなけれ

ばならない。 

３ 選挙管理委員会は，住民投票を実施するに当たっては，住民投票についての広報

の掲載その他必要な広報活動を行うものとする。 

 （住民投票運動） 

第１１条 住民投票に係る運動は自由とする。ただし，買収，脅迫等投票資格者の自

由な意思を拘束し，若しくは不当に干渉し，又は市民の平穏な生活環境を侵害する

ものであってはならない。 

 （投票及び開票） 

第１２条 前条までに定めるもののほか，投票時間，投票場所，投票立会人，開票時

間，開票場所，開票立会人その他住民投票の投票及び開票に関し必要な規定は，公

職選挙法，公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）及び公職選挙法施行規則

（昭和２５年総理府令第１３号）の規定の例による。 

 （投票結果の告示等） 

第１３条 選挙管理委員会は，開票を行い投票結果が確定したときは，直ちにこれを

告示するとともに，当該告示の内容を市長及び市議会議長に報告しなければならな

い。 

 （投票結果の尊重） 

第１４条 市長及び市議会は住民投票の結果を尊重しなければならない。 

 （補則） 

第１５条 この条例に定めるもののほか，住民投票の施行に関し必要な事項は，規則

で定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

 （この条例の失効） 

２ この条例は，投票日の翌日から起算して９０日を経過した日に，その効力を失う。 



35-6 

意 見 書

 芦屋市放課後児童クラブ（学童保育）の民間委託の賛否に関する住民投票条例の制

定の請求が，９名の請求代表者からありましたので，地方自治法第７４条第３項の規

定により，以下のとおり意見を申し述べます。

 地方自治制度においては，首長と議会の二元代表制による間接民主制が基本であり，

住民投票は，それを補完する手法の１つであると考えております。その意味において

は，住民投票の対象とすべき事案は，市及び市民全体に重大な影響を及ぼすなど市政

の極めて重要な事項について行われるべきもので，一部の自治体で条例化されている

住民投票においてもその旨の規定がされているところです。また，住民投票は，通常

の選挙と同等の経費が必要で，市民の大きな負担となることからも慎重に実施すべき

であると考えます。今回の放課後児童クラブの事業委託については，事業実施手法の

変更であり，住民投票の対象とすべきではないと考えております。また，事業委託に

係る予算案は，平成３０年９月２５日に議会で可決されていることから市民の意思は

反映されているものと考えております。  

 子育て未来応援プラン「あしや」においては，待機児童を平成３１年度に解消する

という目標を掲げており，学級数を増やす必要がある一方で，指導員の人員不足が課

題となっており，今後事業のより充実を図る中において，安定的で持続可能な運営の

ため，一部の学級運営を民間事業者へ委託することとしたものです。 

民間のノウハウを活用し，体制や保育内容の更なる充実とサービス向上が図られ，

子育て未来支援プラン「あしや」の実効性をより一層高め，子供の最善の利益につな

がるものであり，事業の委託は，喫緊の課題である待機児童の解消と安定した事業の

継続には不可欠な手法であると考えております。 

直接請求の要旨にあります市民参画につきましては，保護者の皆様をはじめ関係団

体に説明し，様々なご意見をお聞きしてきたところです。今後も児童や保護者の不安

が少しでも解消され，スムーズに移行できるように進めて参ります。 

以上のことから，この条例案には賛成することはできません。 

平成３１年３月４日

                        芦屋市長 山 中  健
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参 照

   地方自治法抜粋

第７４条 普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する者（以下この編に

おいて「選挙権を有する者」という。）は，政令で定めるところにより，その総数の

５０分の１以上の者の連署をもつて，その代表者から，普通地方公共団体の長に対

し，条例（地方税の賦課徴収並びに分担金，使用料及び手数料の徴収に関するもの

を除く。）の制定又は改廃の請求をすることができる。 

２ 前項の請求があつたときは，当該普通地方公共団体の長は，直ちに請求の要旨を

公表しなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は，第１項の請求を受理した日から２０日以内に議会を招

集し，意見を付けてこれを議会に付議し，その結果を同項の代表者（以下この条に

おいて「代表者」という。）に通知するとともに，これを公表しなければならない。 

４ 議会は，前項の規定により付議された事件の審議を行うに当たつては，政令で定

めるところにより，代表者に意見を述べる機会を与えなければならない。  

（第５項から第９項まで省略） 
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（第３５号議案参考資料）
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